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高周波衝撃弾性波法によるロックアンカーの健全性評価手法（その２） 
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１．はじめに  

法面や地下空洞の補強を目的とするロックアンカーは，グラウト充填不足等による地下水の侵入に伴う発錆や応

力腐食を原因とした断面欠損による破断，また鋼材のリラクゼーションによる導入力の低下など，経年による健全

性の低下が懸念される．一般的にこれらの調査には引き抜き試験が用いられるが，仮設を含めた試験設備が大規模

になり，費用も高額となることから，簡易な非破壊試験による健全性評価手法の確立が望まれている． 
そこで，著者らは既設コンクリート杭の健全性を評価するために用いられる非破壊試験法である高周波弾性波法

をロックアンカーの健全性評価手法に適用することを目的として，実際に地下発電所に施工されたロックアンカー

を対象に現地試験を行い，事前に行った室内試験より得られた基礎データを用いて解析・評価を行った．以下，そ

の健全性評価手法について述べる． 
２．高周波衝撃弾性波法の概要 

本法は PC 鋼棒の端部にセンサを取り付けすぐ横を鋼製のハンドハンマで軽く打撃して行う．断面変化部や先端部

で発生する高周波数の反射波を検知する．探査装置のフィルター機能で特定の周波数範囲 2)の反射波の検出ができ

る特徴がある．この機能によって断面変化部や微細な亀裂，先端部から明瞭な反射波を検知することができる． 

３．ＰＣ鋼棒断面縮小部の検知試験 

室内試験は図-1，図-2に示す形状の PC 鋼棒（L=5.0ｍ，φ32 ㎜）の試験体 2種類で行った．断面縮小部はグライ

ンダーを用い断面一方向のみ研削した．NO.1 は，応力腐食等の亀裂をモデル化するために断面縮小部を PC 鋼棒軸

に対して垂直とした．NO.2 は，鋼材の延びによる断面欠損をモデル化するために断面縮小部を斜めに擦り付ける形

状とした．また，表-1 に示すように断面縮小率を徐々に小さくして反射波の検知試験を行った．試験方法は図-3

に示すように PC 鋼棒端部にセンサを取り付け，鋼棒断面から軸方向に鋼製のハンドハンマを用いて軽く打撃して行

った．センサ位置，打撃位置は図-1，図-2の右側端部で行った． 
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図-1 供試体 NO.1（鉛直形状）                     図-2 供試体 NO.2（斜め形状） 

           表-1 供試体の仕様       
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a b Ａ1 Ａ2

① 6/6 100 0.0 32.0 804.2 804.2

② 5/6 83 4.3 23.4 804.2 670.2

③ 4/6 67 7.2 17.6 804.2 536.1

④ 3/6 50 9.6 12.8 804.2 402.1

① 6/6 100 0.0 32.0 804.2 804.2

② 5/6 83 4.3 23.4 804.2 670.2

③ 4/6 67 7.2 17.6 804.2 536.1

④ 3/6 50 9.6 12.8 804.2 402.1

％
研削高さ(㎜） 断面積（㎜2）

NO.１

NO.２

鉛直

斜め

供試体NO. 番号 形状 断面縮小率
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a
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反射率 透過率

Ｒ T 端部位置 断面縮小位置 断面拡大位置

① 6/6 100 0.00 1.00 ○ - -

② 5/6 83 0.09 0.91 ○ × ×

③ 4/6 67 0.20 0.80 ○ △ ×

④ 3/6 50 0.33 0.67 × ○ ×

① 6/6 100 0.00 1.00 ○ - -

② 5/6 83 0.09 0.91 ○ × ×

③ 4/6 67 0.20 0.80 ○ × ×

④ 3/6 50 0.33 0.67 × ○ ×

試験結果
断面縮小率供試体NO.

NO.２

NO.１

％番号 形状

鉛直

斜め

４．試験結果と考察 

試験で得られた波形図例を図-4～図-9 に，表-2 に試験結果を示す．両供試体の波形図②では，PC 鋼棒の端部を

２往復した反射波が明瞭に検知でき，断面縮小位置からの反射波は検知できない．波形図③では，NO.1 では明瞭な

端部位置と振幅は小さいが断面縮小位置が検知できたが，NO.2 では端部位置しか明瞭に検知できなかった．波形図

④では断面縮小位置からのみ明瞭な反射波が検知できた．両供試体で断面拡大位置は検知できなかった．供試体別

に平均伝播速度を求めるとそれぞれ 5044m/sec,5052 m/sec となり， 拘束を受けない PC 鋼棒の伝播速度としては妥

当な値と言える．  

 
 
 
 
          

図-4 波形図(NO.1 ②)                図-7 波形図(NO.2 ②)  

 

 

 

          

 

     図-5 波形図(NO.1 ③)                  図-8 波形図(NO.2 ③)  

 

 

 

        

 

        図-6 波形図(NO.1 ④)                図-9 波形図(NO.2 ④) 

 

表-2 試験結果 

 

 

 

 

 

５．まとめ 

形状が鉛直，斜めいずれの場合も断面縮小率が 50％以上あれば断面縮小位置の検知が可能である．断面縮小率が

67％では鉛直の場合，端部と同時に縮小位置も検知された．この結果，健全性評価手法として本法の適用性につい

て，一定の有効性を確認することができた．実際の現場調査へ適用することにより更なる技術向上を計りたい． 
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断面縮小部での波動の反射と透過

断面積：Ａ1，Ａ2
反射率：Ｒ
透過率：Ｔ
断面変化部Ａ点における波動の反射率Ｒ
Ｒ＝（Ａ1－Ａ2）/（Ａ1＋Ａ2）
断面変化部Ａ点における波動の透過率T
T＝1ーＲ＝2Ａ2/（Ａ1＋Ａ2）
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